
就実大学大学院・就実大学・就実短期大学の中期目標・中期計画に基づく各部局年度計画及び実行計画と達成状況

学科名：経営学科 平成29年3月31日

平成２８年度計画 平成２８年度実行内容

（左欄の具体的な取組・実行内容に
基づいて計画する。さらに、新たな
取り組み等について計画実行する）

（平成２８年計画の具体的実行内容
を具体的に期限やレベルなど数値目
標を挙げて定量的に記載する）

年度の中間および年度末に計画の
達成状況を評価する。

理念・目的を適切に設定し、そ
の適切性について、定期的に検
証する。

学部将来計画委員会を設置し教育・
研究等各部面におけるその具体化を
進める

学部将来計画委員会を設置し教育・
研究等各部面におけるその具体化を
進める

2018年の完成年度を見据えたカリ
キュラム検討を教務委員会で始め
た

○ △

理念・目的を大学構成員（教職
員および学生）に周知し、社会
に公表する。

経営学部の履修要覧・ＨＰなどを通
じて周知・公表する

経営学部の履修要覧・ＨＰなどを通
じて周知・公表した

経営学部の履修要覧・ＨＰなどを
通じて周知・公表した

○ ◎

教員に求める能力・資質、教員
構成、教員の組織的な連携体制
と教育研究に係る責任の所在を
明確にする。

③－①経営学部のFDで組織的教育

レベルの向上を図る。

③－①経営学部のFDを実施し教育

の質的向上を図る。

経営学部では毎月研究会を実施して
おり、教育の質的向上を継続的に
図っている。平成27年度は7回実施
し、平成28年度は、第一回（6月22日）
寺本佳苗氏（就実大学経営学部准教
授）「企業倫理の研究動向と企業の取
り組み」、第二回（7月13日）河野泰紀
氏（経済産業省中国経済産業局総務
企画部企画調査課）「ＲＥＳＡＳについ
て」、第三回（7月27日）角田寛明氏
（株式会社リアセックキャリア総合研究
所主任研究員）「ＰＲＯＧについて」、
第四回（10月5日）岡田信吾氏（就実
大学教育学部教授）「障害者差別解
消法と教育における合理的配慮」、第
五回(11月17日)青山允隆氏（就実大
学経営学部講師）「サプライヤーの
チャネル適応戦略」、第六回（1月26
日）大倉健氏（就実大学経営学部講
師）「長期インターンシップと満足度」
を開催した。

◎ ◎

教育課程・編制方針に沿った教
員組織を整備し、授業科目と担
当教員の資格・適合性を明確に
して、適正に配置する。

学部将来計画委員会を設置し人事部
会において完成年度を見据えた教員
配置検討する

完成年度まで開学時の教員組織を維
持発展させ、課題を明確にしていく
が、マーケティング学部門の教員が
充実していることが特徴となってい
る。

マーケティング学部門の授業内容
に重複が無いようにした。

○ ○

部局名（学部又は事務部）：　経営学部

中　期　計　画
中期計画期間中の具体的な取

組・実行内容
学長
評価

担当者
評価

計画達成状況
　部局および学科における２８年度計画と実行計画

［理念・目的］
建学の精神、教育の理念に基づ
き、人材育成の目的、その他の教
育研究上の目的を適切に設定し、
公表する。

［教員・教員組織］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、求める教員像や教員組
織の編制方針を明確にし、それに
基づく教員組織を整備する。



教員の募集・採用・昇格等に関
する規定および手続きを明確に
して、適正な教員人事を行う。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部将
来計画委員会に人事部会を設定し、
適正な教員人事配置の検討を開始す
る。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部将
来計画委員会に人事部会を設定し、
適正な教員人事配置の検討を開始し
た。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部
将来計画委員会に人事部会を設定
した。 ○ ○

教員の資質の向上を図るため
に、教育研究活動等の評価を実
施する。

③－②経営学部としての評価システ

ムを大学の基本方針に則り実施す

る。

③－②経営学部としての評価システ

ムを大学の基本方針に則り実施す

る。

学部独自の教育・研究・社会貢
献・組織運営自己評価システムを
立ち上げそれを参考に優秀教員を
選考した。

○ ○

FDおよびSDを実施して、その有
効性を定期的に検証する。

学内のFD研修とともに学部独自の研
修をする。

学内のFD研修とともに学部独自の研
修をする。

学内FD研修に参加するとともに学
部独自の定例研究会で研修した。 ○ ○

教育目標に基づく学位授与方針
（ディプロマポリシー）を設定
し、修得すべき学習成果を明示
する。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部将
来計画委員会に学部授与（ディプロ
マポリシー）部会を設定し、修得す
べき学習成果についての検討を開始
する。

①－①フェイスブックの就実大学経
営学部のページを充実させる。

フェイスブックページを平成26年4月

に立ち上げ、現在「いいね」が476（平

成26年8月　25日現在になっている。
今後学生の積極的参加を推進し、経
営学部の情報発信の手段の一つとす
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　その
後「いいね」は674（平成29年2月27

日現在）となっている。「2016年度新
入生ｱﾝｹｰﾄ結果概要」によると「最終
的な進路決定に最も役立った情報
源」は、1位ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ41.0%、2位

高校の先生（進路指導など）21.7%

で、3位就実大学のホームページ
18.1％でありこの充実が重要となって

○ ○

教育目標・学位授与方針に基づ
く教育課程の編成・実施方針
（カリキュラムポリシー）を設
定し、科目区分、必修・選択の
別、単位数等を明示する。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部将
来計画委員会に教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）を
設定し、科目区分、必修・選択の
別、単位数等を検討開始する。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部将
来計画委員会に教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）を
設定し、科目区分、必修・選択の
別、単位数等を検討開始する。

３ポリシーは学部設置時点で開示
しており完成年度までは現在の３
ポリシーを堅持する。

○ ○

教育目標、学位授与方針および
教育課程の編成・実施方針を大
学構成員（教職員および学生）
に周知し、社会に公表する。

学部ＨＰ、そこのﾌｪｲｽﾌﾞｯｸﾍﾟｰｼにお
いて周知する。

学部ＨＰ、そこのﾌｪｲｽﾌﾞｯｸﾍﾟｰｼにお
いて周知する。

学部ＨＰ、そこのﾌｪｲｽﾌﾞｯｸﾍﾟｰｼに
おいて周知する。

○ ○

教育目標、学位授与方針および
教育課程の編成・実施方針の適
切性について、定期的に検証す
る。

①経営学部は初年度であり教員一同

で協力し高いレベルの教育を目指

す。

①f caféを上手に活用して教員相互の
研鑽が図れるようにする。

f caféで、就実経営学会定例研究会、
関係企業者会議、教員間打ち合わ
せ、学生指導を行いそれを通じて相
互研鑽に取り組んでいる。施設改築
関係で教授会、定例研究会を開催し
た。

○ ◎

［教員・教員組織］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、求める教員像や教員組
織の編制方針を明確にし、それに
基づく教員組織を整備する。

［教育内容・方法・成果］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、教育目標を定め、それ
に基づき学位授与方針および教育
課程の編成・実施方針を明示し、
十分な教育上の成果を上げるため
の教育内容と方法を整備・充実さ
せ、学位授与を適切に行う。



教育課程の編成・実施方針に基
づき、学部・学科に応じたカリ
キュラムマップやツリーを作成
して、必要な授業科目を適切に
設定し、接続性や順次性のある
教育課程を体系的に編成する。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部将
来計画委員会に教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）を
設定し、カリキュラムマップやツ
リーの作成、必要な授業科目を適切
に設定、接続性や順次性のある教育
課程を体系的に編成等の検討を開始
する。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部将
来計画委員会に教育課程の編成・実
施方針（カリキュラムポリシー）を
設定し、カリキュラムマップやツ
リーの作成、必要な授業科目を適切
に設定、接続性や順次性のある教育
課程を体系的に編成等の検討を開始
した。

開学時の方針を踏襲しつつ、学部
将来計画委員会に教育課程の編
成・実施方針（カリキュラムポリ
シー）部会を設定した。

○ △

初年次教育・高大連携に配慮し
た教育内容、専門分野の高度化
に対応した教育内容を提供す
る。

②提携高校との連携を強化しミニ講

義などでどのような学生に入学して

欲しいかを明確にする。

②提携高校との連携を強化しミニ講

義などでどのような学生に入学して

欲しいかを明確にする。

現在県下の25校と包括提携をしてお
りこれらの高校との連携を密にしてよ
い学生の確保に努力する。
大学訪問時の講義とともに出前授業
もおこなった。高大連携でスーパーグ
ローバルハイスクールの城東高校、操
山高校に出向きそのあり方の意見を
提言した。

○ ○

教育目標の達成に向けた授業形
態、学生の主体的参加を促す授
業方法（アクティブラーニン
グ）など、学習指導を充実す
る。

①アクティブラーニングの導入の研

修会を実施。どのように取り組むか

経営学部でのPTを結成する。

①アクティブラーニングのPTの指

導の下経営学部の中での導入を検討

する。

全学のアクティブラーニングに参加
し、定例研究会等で教員相互の情報
交換を行っている。
全学のPTに参加しアクティブラーニン
グに取り組むと共に、就実大学経営学
会の定例研究会において、、第二回
（7月13日）河野泰紀氏（経済産業省
中国経済産業局総務企画部企画調
査課）「ＲＥＳＡＳについて」、第三回（7
月27日）角田寛明氏（株式会社リア
セックキャリア総合研究所主任研究
員）「ＰＲＯＧについて」、第四回（10月
5日）岡田信吾氏（就実大学教育学部
教授）「障害者差別解消法と教育にお
ける合理的配慮」についての研修を実
施した。

○ ○

教育効果を上げるための多様な
手段の導入と情報ネットワーク
を利用した教育システムへ展開
し、キャンパス外教育を推進す
る。

③ICT講義の一環として株価シミュ

レーションゲームソフトを活用して

学生にICT修得を図る。

③ICT講義の一環として株価シミュ

レーションゲームソフトを活用して

学生にICT修得を図る。

新校舎の完成時に、いろいろなソフト
を取り込み学生たちの自主的学修を
進めている予定である。新年度に機器
を配置したが、活用は今後の課題で
ある。

△ △

シラバスを充実し、授業内容・
方法との整合性を取り、シラバ
スに基づく授業を行う。

②シラバスに学修達成度目標を導入す
る。標準学修時間を明記する。

②シラバスの改善を図り学修達成度

目標を入れる。また、標準学修時間

を明記する。

今年度のシラバスでは、学修到達目
標は導入されているものの、標準学修
時間が記載されていない。来年度シラ
バスより導入したい。シラバスへの記
載の徹底を図っていく。

△ △

厳格な成績評価を実施するシス
テムと制度を構築し、学生学修
力の向上と教育の質の改善を図
り、単位制度の趣旨に基づく単
位認定を適切に行う。

①授業の成績評価についてはPTを

立ち上げ経営学部としての基本方針

を決め実施する。

①成績評価のためのPTを立ち上げ

経営学部としての方針に基づき実施

する。

今後どのように対応すべきかPTを
作って検討している。具体化は、長期
インターンシップの評価をルーブリック
で行っている。　　　　成績評価法につ
いての教員間の情報交換は実施して
いるが、基本方針作成は今後の課題
である。

○ △

［教育内容・方法・成果］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、教育目標を定め、それ
に基づき学位授与方針および教育
課程の編成・実施方針を明示し、
十分な教育上の成果を上げるため
の教育内容と方法を整備・充実さ
せ、学位授与を適切に行う。



授業評価アンケートや相互授業
参観などにより、教育成果につ
いて定期的な検証を行い、その
結果を授業の内容および方法の
改善に反映させる。

②ピアレビューを採用し相互に研鑽

するような体制を構築する。

②ピアレビューを採用し相互に研鑽

するような体制を構築する。

教員の講義のピアレビューを実施して
いる。今後もこのピアレビューを改善し
て行きたいと考えている。
今後とも継続して行う。

○ ○

学習成果を測定するための評価
指標（ルーブリック評価など）
を適切に設定し、学位受容（卒
業・修了認定）を適切に行う。

③－①GPA制度、ルーブリック評価を
導入する。

③－①GPA制度、ルーブリックを導入
した。

教授会にてGPAへの移行、ルーブ
リック評価が確認されている。今後移
行する予定である。　GPAの評価を行
い、留学コース選択、学業優秀者の
選択の参考資料とした。長期ｲﾝﾀｰﾝ
ｼｯﾌﾟ最終レポート評価にルーブリック
評価を取り入れた。長期インターン
シップの学習効果をＰＲＯＧで確認し
ている。

○ ◎

求める学生像、学生の受け入れ
方針（アドミッションポリ
シー）を明確化し、受験生に周
知する。

③－①経営学部は開設二年度でもあ
り、どのような学生がどのような方法で
入学し、入学後の成績の追跡調査をす
る。

③－①学生の追跡調査をし、優秀な学
生を確保する最適な方法を検討する。

入学した学生対象のアンケートや外
部のインターネット調査を実施し、結
果的に①高校の進路指導の先生と②
ホームページの影響が大きいことが分
かった。飛びぬけた才能を持った学
生をどのように確保するかが今後の課
題となる。平成28年5月には昨年に引

き続き「一学一長ｱﾝｹｰﾄ」、6月に

「2016年度新入生ｱﾝｹｰﾄ結果概要」
をまとめた。前者では、昨年に比べて
各種検定・資格取得者が多く、簿記
系、数学計算系が多くいた。

○ ○

学生の受け入れ方針に基づき、
公正かつ適切に学生募集および
入学者選抜を行う。

③－②入試試験・方法も学部開設三年
度のため学生の反応をしっかり検証す
る。

③－②具体的に他によい試験方法は
ないか他大学の入試方法を検討する。

入試タイプ別の学生の試験結果や
TOEICの試験結果の比較検証などを
実施している。多様な学生の採用に
つながるような新しい入試方法を今後
も継続して検討して行きたい。
「2016年度新入生ｱﾝｹｰﾄ結果概要」
では、県内と近隣県の国公立大学併
願が半数以上いた点も入試方法検討
要因となる。

○ ○

適切な定員を設定し、在籍学生
数を収容定員に基づき適正に管
理する。

完成年度まで現状を維持する。 完成年度まで現状を維持した。 完成年度まで現状を維持した。

○ ○

学生募集および入学者選抜が、
学生の受け入れ方針に基づいて
構成かつ適切に実施されている
かを、定期的に検証する。

学部将来計画委員会を設置し、検討
する。

学部将来計画委員会を設置し、検討
する。

学部将来計画委員会を設置し、検
討をはじめた。

○ ○

学生に対する修学支援、生活支
援、進路支援に関する方針を明確
化にする。

③－①学生の部・サークル活動を推

進する。参加しない学生への面談を

実施しできるだけの参加を促す。

③－①学生の部・サークル活動を推

進する。参加しない学生への面談を

実施しできるだけの参加を促す。

１年生には導入ゼミナール、２・３年生
には専門ゼミナールという教員一人当
たり５～６名の少人数ゼミナールをも
ち、そこにおいて参加を促す支援をし
ている。

○ ◎

［学生支援］
学生が学修に専念し、安定した学
生生活を送ることができるよう、
修学支援、生活支援および進路支
援を適切に行う。

［学生の受け入れ］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、学生の受け入れ方針を
明示し、その方針に沿って適切な
入学者選抜制度により公正な受け
入れを行う。（留学生を含む）

［教育内容・方法・成果］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、教育目標を定め、それ
に基づき学位授与方針および教育
課程の編成・実施方針を明示し、
十分な教育上の成果を上げるため
の教育内容と方法を整備・充実さ
せ、学位授与を適切に行う。



学生学修意欲喚起や学修時間の
確保に向けての学修e-ポートフォリ
オの導入で、学修支援を推進す
る。

①経営学部では導入ゼミナールを中

心として学生の個別指導をする。ま

た、この中での経験値を教員が相互

に共有し学部全体としての整合性を

担保する。また、質的向上を図る。

①経営学部では導入ゼミナールを中

心として学生の個別指導をする。ま

た、この中での経験値を教員が相互

に共有し学部全体としての整合性を

担保する。また、質的向上を図る。

教員一人当たりの学生数は５～６名で
一年次からゼミナールをスタートして
いる。主に、論文の書き方に加えて英
語力のアップのための原書精読を中
心に運営している。教授会などの場に
おいて教員間で学生の反応などを話
し合い全体の整合性を担保している。
１年生には導入ゼミ、2年生には専門

ゼミとして教員一名あたり5～6名を担
当し、個別指導に当たり学部全体の
課題の徹底、学生への共通した対応
の仕方をしている。

○ ○

留年者および休・退学者の状況を
把握し、低減に向けての部局での
方策を検討し、適切に対処する。

③－②経営学部の退学率を１％、留

年率を5％以下とする。

③－②経営学部の退学率を１％、留

年率を5％以下とする。

平成26年度末で他大学入学による退

学者2名であった。平成27年度末の退
学者は2年2名で、進路変更と家庭の
経済的事情が各1名であった。平成28
年度2月末現在、退学者は１年5名（経
済的事情2名・病気1名・進路変更2
名）、2年1名（進路変更）、3年2名（経
済的事情1名、病気1名）であった。 欠
席の多い学生を中心にその事情を把
握・指導し、退学者・留年者がなるべく
出ないよう、今後もきめ細やかな指導
を継続する。

△ △

リメディアル教育や高大連携による
入試前教育に関する支援体制を
整備し、適切に実施する。

①－①包括提携校との連携強化を含

めて高校でのミニ講義を実施する。

①－①包括提携校でのミニ講義の実施 提携校からの依頼のミニ講義を実施し
ている。8月末までに実施した。
高校での出前ミニ講義を行うとともに
大学講義見学を行った。

○ ○

障がいのある学生に対する修学支
援措置を適切に行う。

保健管理センター・教務課と連携して
適切な処置に取り組む。

保健管理センター・教務課と連携して
適切な処置に取り組む。

保健管理センター・教務課と連携して
適切な処置に取り組んだ。 ○ ○

奨学金等の経済的支援措置を適
切に行う。

④成績優秀者への経済支援をすると

ともにSA制度を制定する。

④成績優秀者への経済支援をすると

ともにSA制度を制定する。

成績優秀者3名に奨学金を支給して
いる。また、これ以外に奨学金に一名
該当者がある。
SA制度は予算措置がとられていない
ために、今年度は未実施である。新年
度も前年度からの奨学金を実施すると
共に、１年間の学業優秀賞を設置し、
3名に対し全員の前で表彰し、学業意

欲向上支援するようにした。SAは検
討中である。

○ ○

心身の健康保持・増進および安
全・衛生へ配慮する。

保健管理センター・教務課等と連携
して適切な配慮を行う。

保健管理センター・教務課等と連携
して適切な配慮を行う。

保健管理センター・教務課等と連
携して適切な配慮を行った。 ○ ○

［学生支援］
学生が学修に専念し、安定した学
生生活を送ることができるよう、
修学支援、生活支援および進路支
援を適切に行う。



ハラスメント防止のための措置を適
切に行う。

②経営学部の中にハラスメント対応

の責任者を置き、学部委員会におい

て適切な対応を図り、速やかに教員

内での情報の共有化をする。

②経営学部の中にハラスメント対応

の責任者を置き、学部委員会におい

て適切な対応を図り、速やかに教員

内での情報の共有化をする。

ハラスメント対応の教員を配置し速や
かに対応できる体制を整えている。経
営学部の学生への教員による不適切
発言への対応や学生のSNSへの不
注意な書き込みなどの対応を行った。
新年度も責任者の配置、特にSNSを
通した課題の把握に即時に対応する
ようにしている。

○ ○

キャリア支援に関する組織体制を
整備し、進路選択に関わる指導・
ガイダンスを実施する。

①二年次後期の長期インターンシップ
に向けて引受先の企業との詳細プログ
ラムの事前調整を行う。

①二年次後期の長期インターンシップ
に向けて引受先の企業との詳細プログ
ラムの事前調整を行う。

長期インターンシップ委員会が設置さ
れ、数回の会議が開催された。加えて
個別の企業との契約の推進と詳細な
プログラムの内容について調整した。
インターン受け入れ企業の企業説明
会を2月に行い、学生の派遣企業を決

定し、平成28年度6月には、学生を企
業に教員が同伴し挨拶訪問する他、
学生への企業からの研修課題も提示
してもらい事前にレポート作成に取り
組み1月にｲﾝﾀｰﾝが終了した。運営委
員会は、月一回の定例日に開催し、
担当各教員から出てくる企業は権に
寄る課題、対応、今後の進め方を議
論している。平成29年2月の長期イン
ターンシップ企業説明会には、３年生
に企業との情報交換会を行った。

○ ○

ティーチング・アシスタント（ＴＡ）・リ
サーチ・アシスタント（ＲＡ）・技術ス
タッフなど教育研究支援体制を整
備する。

学部将来計画委員会を設置して体制
整備を検討する。

学部将来計画委員会を設置して体制
整備を検討する。

学部将来計画委員会を設置して体
制整備を検討を開始した。ＳＡ制
度も今年度取り入れた。

○ ○

教員の研究費・研究室および研究
専念時間を確保する。

学部将来計画委員会を設置して体制
整備を検討する。

学部将来計画委員会を設置して体制
整備を検討する。

学部将来計画委員会を設置して体
制整備を検討を開始した。

○ ○

［社会連携・社会貢献］
グローバル化を推進すると共に、社
会との連携と協力に配慮し、教育研
究の成果を広く社会に還元する。

［学生支援］
学生が学修に専念し、安定した学
生生活を送ることができるよう、
修学支援、生活支援および進路支
援を適切に行う。

［教育研究等環境］
学生の学修ならびに教員による教
育研究活動を必要かつ十分に行え
るよう、学習環境や教育研究環境
を整備し、これを適切に管理運営
する。



教育研究の成果を基にした社会へ
のサービス活動、地域交流・国際
交流事業への積極的参加など、学
外組織との連携協力による教育研
究を推進する。

①地域の経済団体と提携し研究成果を
定期的に発表できるフォーラムを開催
する。

②地域の経済団体と提携し研究成果を
定期的に発表できるフォーラムを開催
する。

岡山青年中央会とは協賛で地域デザ
イン学会を開催した。今後も継続して
地域の経済団体との提携を進めて行
く。　　　　　平成28年3月には地域デ
ザイン学会中国地域部会第2回研究
会を就実大学で開催した。平成28年
11月に経営学部が就実アカデミーを
開催したほか、平成28年6～7月に経
営学部が担当する吉備創生カレッジ
公開講座を開催した。平成28年7月に
包括協定を締結した岡山県中小企業
団体中央会の機関誌「中央会おかや
ま」9～1月に就実大学経営学部課外
講義を掲載、COC+で岡山県立大学
と連携して「地域活性化のための地域
中小企業経営者支援セミナー」を開
催し11～1月に講師を派遣した。平成
29年3月開催予定の地域デザイン学
会中国地域部会第6回研究会でも講
師として参加した。

○ ◎

グローバル化促進として、留学生
の積極的な受け入れ、さらに外国
人研究者活躍の場を広げ、本学の
構成員の国際的活動能力の向上
を図る。

①提携大学との交流を拡充する。 ①提携大学との交流を拡充する。マ
レーシア、台湾、中国、韓国の大学との
提携を拡充する。

提携大学からの留学生の受け入れ体
制の拡充に向けての教授会、留学プ
ログラム運営委員会で検討をはじめて
いる。平成28年度に韓国祥明大学か
ら国際交流生１人して経営学部の授
業を聴講した。平成29年3月の地域デ
ザイン学会と就実経営学会の共催研
究会で韓国の公州大学とタイのカセ
サート大学の教員各１名の研究報告
を実施してもらった。英国ケント大学の
大学院生を岡山の企業にインターン
シップ派遣し、その時、就実大学サ
マーキャンプ、経営学部イングリッシュ
キャンプに参加する計画をしている。

○ ○

大学の諸活動について点検・評価
を行い、その結果を公表することで
社会に対する説明責任を果たす。

学部の評価基準を検討する。 学部の評価基準を検討した。 学部の評価基準を作成し実施し
た。

○ ○

内部質保証を掌る組織を整備し、
その方針と手続きを明確にして、
自己点検・評価を改革・改善に繋
げる内部質保証に関するシステム
を構築する。

②ピアレビューを採用し相互に研鑽

するような体制を構築する。

②ピアレビューを採用し相互に研鑽

するような体制を構築する。

教員の講義のピアレビューを実施して
いる。今後もこのピアレビューを改善し
て行きたいと考えている。
今後とも継続して行う。

○ ○

構成員のコンプライアンス（法令・
モラルの遵守）意識を徹底する。

②－②教員の研修は予算の範囲内で

積極的に推進する。

②－②教員の研修は予算の範囲内で

積極的に推進する。

特別な教員研修は実施できていない
が、月一の経営学部定例研究会の開
催により研修を実施している。また、外
部の講習会にも積極的に参加してい
る。アクティブ・ラーニングに関する定
例研究会も実施した。今後とも継続し
て行う。

○ ○

［内部質保証］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、教育の質を保証する制
度を整備し、定期的に点検・評価
を行い、大学の現況を公表する。

［社会連携・社会貢献］
グローバル化を推進すると共に、社
会との連携と協力に配慮し、教育研
究の成果を広く社会に還元する。



組織レベル・個人レベルでの自己
点検・評価活動を充実し、教育研
究活動のデータ・ベース化を推進
する。

自己点検評価基準を検討する。 自己点検評価基準を検討する。 自己点検評価基準を作成し、実施
した。

○ ○

内部質保証に関するシステムを整
備し、適切に機能させる。

教育方法、研究内容についてシステ
ムを整備し、機能させる。

教育方法、研究内容についてシステ
ムを整備し、機能させる。

教育方法は授業参観参観、学生評
価への回答、研究内容は、経営学
会定例研究会を実施した。 ○ ○

教学ガバナンス体制の整備による
本学管理運営を強化し、組織的活
動の活性化を計る。

学部将来計画委員会を設置し、完成
年度を見据えた教学ガバナンス体制
の検討に入いる。

学部将来計画委員会を設置し、完成
年度を見据えた教学ガバナンス体制
の検討に入った。

学部将来計画委員会を設置し、完
成年度を見据え、三ポリシーの検
証、実施計画、学生指導、研究推
進体制の部会での検討を開始し
た。

○ ○

学生の成長に繋がる教育改革を
推進し、教育力の飛躍的向上によ
る就実教育ブランドを確立する。

二年後期に4か月に亘るの地元企業
への長期インターンシップと海外提
携大学で受講する留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを充
実強化する。

二年後期に4か月に亘るの地元企業
への長期インターンシップと海外提
携大学で受講する留学ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実
施した。。

平成28年度は、岡山市倉敷市を中
心とする県内企業48社へ81名の長
期インターンシップと5か国6名の
留学を実現した。

○ ◎

大学生活・活動環境の整備と就学
支援の強化により、学生の満足度
を向上させる。

②－①「agora」「i café」「f caf

é」の運営状況をモニターし積極的

活用を定着させる。

②－①「agora」「i café」「f caf

é」の運営状況をモニターし積極的

活用を定着させる。

「agora」は導入および専門ゼミ、空き

時間利用「f café」は定例研究会、学
外訪問者の対応、教養機器・資料補
完、教員中心の「i café」は空き時間利
用でりようされており、その独自性は東
洋経済新報の記事でも紹介された。
その管理運営方法の検討は継続して
行っていく。

○ ○

地域再生・イノベーション創出の核
となる教員研究力や社会貢献力を
飛躍的に向上させる。

海外・国内・地元企業経営者の特任
教授としての講義・講演会の実施、
教員の行政・団体・企業への講師・
委員の派遣、研究成果の公表を促進
充実する。

海外・国内・地元企業経営者の特任
教授としての講義・講演会の実施、
教員の行政・団体・企業への講師・
委員の派遣、研究成果の公表を実施
した。

4月に客員教授ﾊﾌﾟｽﾌﾞﾙｸ・ｴﾓｯﾄの講
演、10月に前英国駐日大使D.ウォ
レン卿に「英国のEU離脱と世界経
済のゆくえ」の講演を受け、海外
からｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる講義も含めた特
任教授の講義、教員の行政・財
団・企業への講師・委員参加、国
際国内学会発表、学会誌・紀要で
の研究公表を行った。

○ ◎

【平成28年度大学・短大の主要事業計画と改革の重点事項】

［特色ある取り組み］
主体となる学生自身が大学生活で
成長を実感できるように、ビジョ
ンとミッションを明確にしてPDCA
サイクルを機能させ、学内外の変
化に目を向けた大学改革を着実に
実行する。

［内部質保証］
建学の精神、教育の理念を実現す
るために、教育の質を保証する制
度を整備し、定期的に点検・評価
を行い、大学の現況を公表する。


